
複式学級社会科における指導計画に関する教師の認識 

―粟島浦小学校での聞き取り調査を通して― 

久保園 梓 

Ⅰ．はじめに 

本研究の目的は，新潟県岩船郡粟島浦村立粟島浦小学校での聞き取り調査を通して，

複式学級社会科に関する教師の認識を，指導計画の観点から明らかにすることである。

本研究では，年間指導計画を念頭に置きつつ，学習方法の選定など，日々の教科学習

における単元計画や授業計画までをも含めた概念として，指導計画という言葉を用い

る１）。 

複式学級とは，複数の学年の児童によって構成される学級編制のことである。義務

標準法（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律）の示す

基準では，該当する学年の児童数が第一学年を含む場合は併せて 8名以内，含まない

場合は 16 名以内で，複式学級が組織される。そのため，複式学級は在籍児童数の少

ない離島や中山間地域のへき地小規模校で組織される傾向にあり，教師は，複式とい

う学級編制の特殊性に加えて，地域の実情や子どもの実態に応じて授業を工夫する必

要がある。 

しかし，日本の学校教育において主流と言える単式学級に比べると，複式学級は,

その実施規模の小ささから研究対象として取り上げられることが少なかった（有馬，

1999）。また，先行研究の多くは，複式学級における社会科の指導計画や内容構成に

関するもの（有馬，2002；溝口，2007など）や，単元開発を目的としたもの（黒柳・

山口，2009など）であり，社会科に携わる教師の意識を調査したものは，菅見の限り

田口ほか（2015）のみであった。田口ほか（2015）は，複式学級を有する鹿児島県内

の小学校教員を対象に質問紙調査を実施しており，複式学級で社会科を実施する教師

の認識の傾向を理解する上で貴重な研究となっている。いっぽう，より具体的な教師

の認識を明らかにすることはできていない。この点を明らかにするには，聞き取り調

査を実施し，個別具体的な授業実践の文脈を踏まえながら，教師の語りを通して解釈

する必要があるだろう。 
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本研究で事例とするのは，粟島浦小学校の社会科である。久保園（2017）は，粟島

浦小学校を事例に，複式学級における社会科の年間指導計画を，学校の維持・存続を

めぐる制度との関連から考察し，複式学級における社会科で採用されることの多かっ

た「A・B 年度方式」が採用できなくなりつつある現状を指摘した。しかし，授業を

計画する立場である教師が，この状況をどのように捉えているのかは明らかにしてこ

なかった。本研究では，粟島浦小学校で社会科を担当した経験のある教師に聞き取り

調査を実施することで，その認識を明らかにする。この行為は，複式学級社会科のさ

らなる充実にむけた提案へと繋がると考えられる。 

以上を踏まえ，本研究では次の手続きにより研究目的の達成を目指す。第一に，日

本の複式学級の歴史を概観するとともに，複式学級を有する小規模校の現状を，学校

統廃合の進行と山村留学制度との関連から示す（第Ⅱ章）。山村留学とは，義務教育期

間中の日本国内における留学制度全般を指す言葉であり，いわゆる山村への留学だけ

でなく，離島への留学も含めた総称である（NPO法人全国山村留学協会，2017）。第

二に，複式学級における社会科の現代的課題を，年間指導計画の観点から示す（第Ⅲ

章）。第三に，粟島浦小学校で社会科を担当した経験のある教師に聞き取り調査を実施

する。本調査では，過去に粟島浦小学校に勤務していた教師も含め，3 名の教師に聞

き取り調査を実施した（第Ⅳ章）。第四に，聞き取り調査の結果を考察し，複式学級社

会科に対する教師の認識を明らかにする。最後に，本研究の成果として，複式学級社

会科において教師の主体的なカリキュラム・マネジメントを促すモデルを提案する（第

Ⅴ章）。 

 

Ⅱ．日本における複式学級の歴史的展開 

１．複式学級はなぜ編制されたのか 

日本では，1872年の学制制定以降，現在の学校制度につながる近代公教育が普及し

た。村田（2003）は，日本の公教育の変遷を，次の 4つの時期区分を用いて説明して

いる。すなわち，「（近代的な学校教育の）導入期」（1868～1899年），「（教育制度の）

拡充期」（1900～1945 年），「（戦後の教育制度）復興期」（1945～1969 年）,そして，

「（社会変容に対応する教育の）充実期」（1970～現在）である。この区分に即してみ

ると，複式学級の淵源は「導入期」にみることができる２）（生野・生野，2016）。複式

学級における授業の研究・実践の諸条件が整備されたのは，「復興期」の時期にあたる

（有馬，2000；村田，2003）。 

第二次世界大戦後，民主化政策の一環として「戦後の教育改革」が実施された。1948

年に 9年制の義務教育が始まり，公教育の普及が急速に進んでいくなかで，都市から

離れた過疎地，山間地，離島など，社会的な資源にアクセスしにくい辺境の地に住む

子どもたちへの教育が課題となった（鈴木，2012）。へき地の学校が置かれている状
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況は厳しく，「教育機会の均等」にはほど遠かったのである（山口，2003）。へき地と

呼ばれる地域の多くが経済的・文化的条件に恵まれておらず，十分な財政力を有して

いなかった。学校の制度や施設の整備状況は極端に貧弱であり，教員の数も足りず，

教育の質の面でも多くの問題を抱えていた。家庭の貧困などにより，困難な生活環境

を抱える子どもも少なくなかった（斉藤，2004）。このような状況の中で質の高い教

育を実施するためには，小規模校ならではの運営方法や指導方法を確立する必要があ

った。その方法こそが，複式という学級編制と，複式学級のもとで実践される複式教

育だったのである。 

また，小規模校において質の高い教育を実施することは，社会的資源へのアクセス

が難しい山間部や離島に住む子どもたちへの教育を充実させるためだけでなく，国家

の発展を目指す上でも重要課題として認識されていた。1951年に文部省によって作成

された『小さな学校の経営の手びき―単級小学校・複式学級のある小学校について―』

では，山間部や離島に位置する「小さな学校」の使命について，次のように記述され

ている。 

 

全小学校数の約三十パーセントにあたる小さな学校が，よく経営されるかい

なかは，我が国教育の将来を決する上に重大な関係をもっている。小さな学校

については，わが国におけるすべての教育関係者が深い理解と強い関心をもち，

それらの学校に学ぶこどものため，またわが国文化の全体的向上のため，不断

にその改善進歩を図るよう努力しなければならない。特にそれらの学校に直接

関係する教師は，小さな学校の特質をよく知り，現代の学校教育に要求されて

いる目標を，どのようにして実現したらよいかということについて努力研究し，

小さな学校の重大な使命を果たそうとする勇気をもたなければならない（文部

省，1951，p.2）。 

 

つまり，日本の公教育の中で，複式学級は「我が国教育の将来を決する」上での重

要課題として位置付けられるとともに，全ての子どもたちに量的にも質的にも公正な

教育を実施するという重要な役割を担ってきたのである（久保園，2017）。 

２．小規模校をめぐる複式学級の現状 

高度経済成長期を終え，日本社会全体が少子高齢化，過疎化へと移行していくと，

「充実期」をむかえた学校教育にも変化が訪れるようになる。1990年代から顕著にな

った小規模校に関する変化として，次の 2点が挙げられる。 

第一に，少子高齢化段階における，全国的な学校統廃合の進行である３）。2012年に

文部科学省が作成した資料によると，1992 年度から 2011 年度までの約 20 年間で，

4,509の公立小学校が廃校になった（文部科学省，2012）。 
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第 1図 公立小学校の廃校数の推移 

（文部科学省（2012）をもとに筆者作成） 

 

第 1図をみると，2000年度以降に廃校数の増加が顕著になっていることがわかる。

学校統廃合を推進する背景には，児童数の減少とともに，財政面の効率性を重視する

側面もある（若林，2008）。2007 年の財政制度等審議会の建議では，「学校規模の最

適化」の項目が初めて設けられた。そこでは，全国の約半数の学校がいわゆる小規模

校となっている現状を指摘し，「小規模校については，教育政策・効果上の問題があり，

財政上の非効率であるとの指摘が多くなされている。」（p.33）として，統合・再編の

推進に向けた制度設計が促されている。 

このような学校統廃合推進の影響を受け，複式学級を有する小学校数も減少傾向に

ある（鈴木，2015）。2015年に文部科学省が提示した「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引～少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて～」で

は，「小・中学校では一定の集団規模が確保されていることが望ましい」（p.1）とした

上で，「複式学級の解消そのものは極めて重要な課題」であり，「学級規模が小さくな

りすぎることの教育上のデメリットも勘案した上で，総合的な判断を行うことが必要」

（p.10）であると記述されている。つまり，「学級規模の最適化」を図る観点から，複

式学級は「すべての子どもにゆきとどいた教育」を実施する上で不適切な学級編制で

あるとの認識があり，学校統廃合を進める理由として「複式学級の解消，あるいは回

避による学習環境の改善」という言説が用いられているのである。 
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第 2に，山村留学制度を採用する学校が増えたことにより，小規模校に在籍する児

童の構成が年度ごとに大きく変動するようになった。 

第 2 図は，長野県八坂村（現大町市）で日本初の山村留学が実施された 1976 年以

降，2017年度までの山村留学実施小・中学校数と参加児童・生徒数の推移である。山

村留学実施校は，1980年代頃から増加し，2000年代には 150校前後で推移するよう

になる。しかし，2005年度以降は減少傾向となり，2015年度には 84校にまで減少し

た。現在は，約 100校の学校が山村留学を実施している。山村留学参加児童・生徒数

は，1980年代後半から増加しはじめ，2004年度には 860人が参加していた。その後，

市町村合併やホームステイ先の高齢化，地元児童・生徒数の減少，学校統廃合等によ

る受け入れ学校の減少により，2015年度には 479人にまで減少した（NPO法人全国

山村留学協会，2017）。第 2 表の変遷を見てみると，現在の山村留学参加者数は 500

人前後で安定しており，長年にわたって山村留学を実施している地域・学校に安定的

に留学生が集まっている様子が窺える。この傾向をみると，今後も山村留学制度は継

続しておこなわれると推測できる。 

山村留学の契約期間は基本的に 1年間であり，希望者は毎年度ごとに契約を更新す

ることが可能である。義務教育段階のほとんどで山村留学を利用する子どももいれば，

1 年間のみの利用に留まるものもいる。そのため，山村留学制度を実施する学校に在

籍する子どもの構成は毎年大きく変動する。 

  

第 2図 山村留学参加児童数と実施学校数の推移 

（NPO法人全国山村留学協会（2017）をもとに筆者作成） 
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以上から，現代の学校教育における複式学級は，次の状況にあると考えられる。す

なわち，学校統廃合の煽りの中で，複式学級は解消すべき対象として捉えられている。

しかし，そのいっぽうで，学校の存続のために山村留学を実施している小規模校の多

くは，複式学級を継続させている。山村留学制度を実施する学校では，在籍児童の構

成が毎年変動することになるため，児童の学習状況やバックグラウンドの差を考慮す

る必要がある。 

 

Ⅲ．複式学級における社会科の指導計画 

１．「A・B年度方式」定着の経緯 

複式学級授業論は，明治初期以降今日に至るまで，複雑な発達を遂げている（有馬， 

1999）。様々な指導計画が生み出されてきたが４），複式学級における社会科に関するも

のとして，本研究では「学年別指導」と「A・B年度方式」をとりあげる。「学年別指

導」とは，学年別に異なる単元，異なる内容を授業で取り扱う方法である。子どもた

ちは，自らの学年に応じた学習内容を系統的に学ぶことができるが，教師が片方の学

年を指導しているあいだ（直接指導），もう一方の学年は子どもだけで学ぶことになる

（間接指導）。「A・B 年度方式」とは，上学年・下学年の内容をひとつのまとまりと

してとらえ，2 年間かけて学習指導要領の規程を満たす方法である。同じ学級の子ど

もたちが，同じ内容を同時に学ぶことになる。しかし，たとえば 3年生が 4年生の教

科書の内容を，4 年生が 3 年生の教科書の内容を学習することもあるため，学習内容

の系統性を担保することが難しい。 

社会科に関しては，「A・B年度方式」が一般的に採用されてきた（有馬，1999；有

馬，2002；溝口，2007）。溝口（2007）は，その要因として，行政指導による異学年

同内容教育の推進と，年間指導計画作成上の実際的必要という 2点を指摘している。 

有馬（1999）によると，文部省が発行した『複式学級社会科学習指導計画例』をき

っかけとして異学年同内容の指導が推進されて以降，基本的に「A・B 年度方式」の

採用が定着したという。また，文部省が 1961 年に発行した『わが国のへき地教育』

では，「学年別指導」は「全体としての学習指導の能率をあげることが困難であるとい

われ」（p.79）ているのに対して，同単元学習指導方式では，「能率的に学習指導を進

めることができるとか，児童生徒のなかに，私語したり，注意散漫の者が少なくなり，

興味深く学習するようになるとか，上学年と下学年の児童が協力的な態度で学習を進

めることができる」（p.79）といった記述がみられる。そして，「学年別指導か同単元

指導かという問題は，教科の性格によって異なるが，この表もそのことをよく示して

いる」（p.79）として，指導実態の調査結果をまとめた第 1表を示している。第 1表を

みてみると，国語と算数は学年別の指導がおこなわれていたのに対して，社会と理科

は同単元指導がおこなわれる傾向にあったことがわかる。 
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第 1表 1960年の指導形態に関する調査結果（数字の単位は％） 

項目 国語 社会 算数 理科 

（１）指導すべき内容を再構成して年間を通して同

単元指導を行っている。 

（２）年間を通しては同単元指導をしてはいない

が，指導すべき内容によっては，部分的に同単元指

導を行っている。 

（３）指導すべきすべての内容について年間を通し

て学年別の指導を行なっている。 

（４）学年別に登校時間をずらして学習指導を行な

っている。 

（５）その他 

（６）無反応 

5.7 

 

21.5 

 

 

69.8 

 

0 

 

0.3 

2.7 

36.3 

 

35.3 

 

 

21.3 

 

0 

 

0.9 

6.2 

5.3 

 

26.0 

 

 

62.4 

 

0.1 

 

0.3 

5.9 

39.8 

 

36.7 

 

 

17.9 

 

0 

 

0.8 

4.8 

計 100 100 100 100 

（文部省（1961，p.80）をもとに筆者作成） 

 

後者に関しては，教育現場で「学年別指導」の授業を年間通して実施する場合の実

際的困難が生じたことによる。溝口（2007）は，小学校社会科に特異な課題として見

学の問題を挙げている。小学校社会科では，地域のごみ処理場や生産工場の見学が学

習に組み込まれることが多い。複式学級の場合，見学先に関連する内容が一方の学年

にとっては未習であったり，前年度の学習内容であったりする場合には，関連施設を

ともに見学させても高い学習効果は期待できない。こうした見学上の課題を克服する

ためには，同一内容を学習する「A・B年度方式」が望ましいわけである。 

２．「学年別指導」の増加とその背景 

しかし，近年の関連資料を見てみると，「A・B年度方式」を採用しない小学校が増

加傾向にある（阿部，2007；吉田ほか，2015；島根県教育委員会，2016）。たとえば，

溝口（2007）では，「鹿児島県の複式学級を有する小学校では管見の限りいわゆる「A・

B年度方式」を採用する学校が非常に多く見られる」（p.36）と記述されている。いっ

ぽう，同じく鹿児島県の小規模校を対象に，2014年に調査を実施した田口ほか（2015）

では，「A・B年度方式」よりも「学年別指導」を採用する学校の方が圧倒的に多いと

いう調査結果がでた。溝口（2007）の主張は，調査を実施した上でのものではないた

め，単純に比較することはできないものの，この違いは注目に値する。 
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第 2表 鹿児島県と島根県の複式学級における社会科指導計画 

 
鹿児島県（2014年） 島根県（2013年） 

3・4年 5・6年 3・4年 5・6年 

A・B年度方式 9 5 90 88 

学年別指導 100 94 0 0 

その他 1 0 10 12 

合計 110 99 100 100 

（田口ほか（2015，p.31），島根県教育委員会（2016，p.16）をもとに筆者作成） 

 

第 2 表をみてみると，かねてより「A・B 年度方式」の採用率が高い島根県では，

依然として「A・B 年度方式」が採用されている。各県ごとの方針に差が生じる背景

を明らかにするには，より大規模な調査が必要であり，本研究の射程を超える。本章

では，その一端を探るために，田口ほか（2015）の調査結果から，鹿児島県の小規模

校が「学年別指導」を採用するようになった理由を考察してみたい。 

まず，「A・B年度方式」を採用している学校のうち，5校の教師から得られた回答

から確認する。採用の理由としては，「児童の転出入がない」といった学校の事情のほ

か，「校外学習が難しい」や「直接指導と間接指導の組み合わせに困難」といった「学

年別指導」のデメリットを回避する目的があることが挙げられている。また，「集団学

習を通して，思考が深められ，拡大されることによって社会的な見方や考え方をより

育むことが期待される」といった「A・B 年度方式」の意義と社会科の教科特性を結

び付けた回答も見られた。 

いっぽう，「学年別指導」を採用する理由としては，次のような回答が見られた。回

答数の多い順に，①転出入児を考慮（38%），②児童の負担や発達段階・生活経験など

を考慮（17%），③内容の系統性を考慮（10%），④学級編制の変動を考慮（9%），⑤

きめ細やかな指導や学力向上ができるから（6%），⑥学校の統廃合の計画あるいは県

や地区のテスト，集合学習に対応するため（6%），である。これらの回答を整理する

と，学校統廃合の計画等に伴う学級編制の変動や，転出入児を考慮した結果のもの（①，

④，⑥）と，児童の発達段階や，県や地区のテストとの整合性を踏まえた教育内容の

系統性を考慮した結果のもの（②，③，⑤，⑥），という 2 つに大別できる。第 3 図

を見てもわかるとおり，特に前者の理由に当てはまる回答が多い。児童の転出入の理

由は山村留学制度に限ったものではないが，長野県に次いで 2番目に多くの山村留学

実施校を有し，約 80 の小規模小学校が山村留学制度を導入している鹿児島県の実情

を踏まえると，その影響は大きいと考えられる。 
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第 3図 鹿児島県の小規模小学校における「学年別指導」を採用した理由 

（田口ほか（2015）をもとに筆者作成） 

 

「A・B 年度方式」は 2 年間という単位で指導計画を作成する。留学制度を実施す

る学校が「A・B 年度方式」を回避するのは，次のようなケースが想定できるためで

ある。たとえば，「5 年生の学習内容」を基盤に A 年度の指導計画を，「6 年生の学習

内容」を基盤にB年度の指導計画を編制する小規模小学校があったとする。この小規

模校に，小学校 5年生の 1年間のみ，留学制度を利用した児童 aが転入してきた。児

童 aが転入した年はB年度に該当していたため，児童 aは「6年生の学習内容」を中

心的に学習した。1 年間の留学を終えて，6 年生になった児童 a は元の小学校に戻っ

たが，その教室では「6 年生の学習内容」を再び勉強することになってしまった。こ

の場合，児童 aは 5年生の学習内容を履修していないことになる。このような「学び

のこし」が出るケースを防ぐために，「学年別指導」を採用する学校が増えていると考

えられる。 

しかし，「A・B年度方式」と「学年別指導」では，指導計画の構造や授業における

学習形態が大きく異なる。実際に指導計画を組織し，実行する立場である教師は，こ

の状況をどのように認識しているのであろうか。教師がこれまで，複式学級における

社会科でどのような工夫や取り組みを実践してきたのか。そして，留学制度のもとで

の指導方針についてどのような認識を持っているのかを探ることは，現代の学校現場

にそくした複式学級社会科の今後のあり方を構想するうえで，必要な知見であると考

えられる。 

 

38% 

17% 
10% 

9% 

6% 

6% 

14% 

転出入児を考慮(38%) 

児童の負担や発達段階・生活経験などを

考慮(17%) 

内容の系統性を考慮(10%) 

学級編制の変動を考慮(9%) 

きめ細やかな指導や学力向上ができるか

ら(6%) 

学校の統廃合の計画あるいは県や地区の

テスト、集合学習に対応するため(6%) 

その他(14%) 
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Ⅳ．複式学級における社会科を教師はどのように捉えているのか 

１．粟島浦小学校の概要 

粟島浦小学校は，粟島に位置する小学校である。粟島は，新潟市の北方 63km，村

上市岩船港の北西 35kmに位置する離島である。東西 4.4km，南北 6km，周囲 23km

の小さな島は，全域が県立自然公園「瀬波笹川流れ粟島」に含まれ，島には豊かな自

然が広がっている。東側には内浦，西側には釜谷という 2つの集落を有しており，島

全体が新潟県岩船郡粟島浦村として１つの自治体を形成している。 

2015 年度の国勢調査によると，粟島浦村の人口は 370（男性：184，女性：186）

となっており，日本で 4番目に人口のすくない自治体である（粟島浦村，2016a）。村

の人口は，1955 年の 885 をピークに，ゆるやかな減少が続いている。そのピークで

あった 1955年時点では，人口の 37.4％が 15歳未満であったが，2010 年時点では，

366の全人口のうち， 20人とわずか 5.5％となっている（粟島浦村，2016a）。 

第 4図は，粟島浦小中学校５）における在籍児童・生徒数の推移である。各項目はそ

れぞれ，次のように設定した。「島内出身者」は，島内出身の児童・生徒を指している。

「移住」は，家族単位で粟島浦村に移住している児童・生徒を，「しおかぜ留学」は，

しおかぜ留学制度を利用している児童・生徒を示している。また，「里親」とは，しお

かぜ留学制度を利用せず，島民の家に下宿しながら粟島浦小中学校に通学している島

外出身の児童・生徒を指す。 

 

第 4図 粟島浦小中学校における在籍児童・生徒数の推移 

（粟島浦小学校より提供を受けた資料をもとに筆者作成） 
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しおかぜ留学とは，離島という特性を活かしながら，粟島浦小中学校に入学または

転校を希望する学区外の児童・生徒を誘致する留学制度である。粟島の地方創生の方

針を取りまとめた「粟島創生戦略」の中では，重要な戦略のひとつとして位置づけら

れている。留学の運営体制の強化，里親制の検討，卒業生とのネットワーク継続，と

いう 3つの施策を展開することで，「島の魅力を活かした留学制度の強化」が目指され

ている（粟島浦村，2016b）。第 4図の結果から，しおかぜ留学制度を利用した児童・

生徒の人数は年々増加傾向にあり，2017年度は全体の約半数を占めるまでになってい

ることがわかる。 

粟島浦小学校の社会科では，これまで「A・B年度方式」を採用してきた。しかし，

2016年度は，3・4年生では「A・B年度方式」を採用したものの，5・6年生では「学

年別指導」を採用することになった（久保園，2017）。2016年度に在籍していた 5・6

年生が全員しおかぜ留学を利用した留学生であり，1 年間しか滞在しない児童もいる

ことが予めわかっていたためである。そのため，2016年度の 5・6年生社会科では，

教師 2名がそれぞれの学年の社会科を担当し，学年別の授業をおこなった。 

2017 年度の 5・6 年学級は，6 年生の在籍児童がいないため，5 年生のみの構成と

なっている。しかし，次年度は再び 5・6 年の複式を編制する予定であるため，年間

指導計画の作成にあたっては「A・B 年度方式」が採用されており，児童は 6 年生の

内容も学習している。3・4年生では，2018年度も継続して「A・B年度方式」が採用

されている。 

２．聞き取り調査の実際 

a）聞き取り調査の概要 

上記に示した粟島浦小学校の状況を踏まえ，これまで粟島浦小学校で社会科の授業

を担当した経験をもつ教師 3 名から，聞き取り調査を実施した。調査は 2017 年に実

施した。事前に聞き取りたい主な内容を伝えた上で，一人あたり 1～2 時間程度の聞

き取り調査を 1回実施した。調査協力者である 3名には，2017年度時点で粟島浦小学

校に勤務していた教師もいれば，過去に粟島浦小学校に勤務していた経験をもつ教師

も含まれている。第 3表に，調査対象者に関する基本情報を示す。 

 

第 3表 調査対象者一覧 

 教師経験 性別 

教師A 1～10年以内 女性 

教師B 11～20年以内 女性 

教師C 20年以上 男性 
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本調査では，次の 2つの質問項目を設定した。第一に，複式学級における社会科の

授業実践をどのように捉えているのかである。前述の通り，粟島浦小学校は基本的に

「A・B 年度方式」を採用しているため，この問いは，「A・B 年度方式」で授業実践

をおこなう上での教師の認識や工夫を聞き取ることを意味する。第二に，留学制度の

もとで，複式学級における社会科授業をどのように実践していく必要があると考えて

いるのかである。2016 年度の粟島浦小学校の年間指導計画では，3・4 年生の社会は

「A・B年度方式」に，5・6年生の社会は「学年別指導」になったことに言及した上

で，これからの複式学級社会科について質問した。これらの質問項目を念頭に置きつ

つ，自由な発話を通して聞き取り調査を実施した。 

これまで参照してきた先行研究と，粟島浦小学校の現状を踏まえ，インタビューデ

ータを分析する。ここでは，聞き取り調査の中心を為す 2つの問いに関して，各教師

の認識を理解する上で核となるプロトコルの一部を提示しながら，教師の認識を類型

化して示す。なお，プロトコル上の個人が特定されうる情報は，筆者の判断により省

略して記載している。プロトコル中の波線および括弧の内容は，筆者が補足として付

け加えたものである。 

b）「A・B 年度方式」での授業実践に関する認識や工夫 

まず，「A・B年度方式」での授業実践に関しては，次の 2通りの回答がみられた。 

①子ども同士の相互作用によるまなびの深まりの重視 

複式学級で社会科を実施する上で，全ての教師が話題にあげていたのが，子ども同

士の話し合いや議論の機会を授業にとりいれる重要性であった。以下，教師Aと教師

Bのプロトコルから，該当箇所を示す。 

 

教師A： 算数とかやってても，やっぱ出ないんですよ，考えが。何パターンかこの

やり方でできるものとか，複合図形の切り方とか，あっち（人数の多い単

式の学級）だったら 30 人中何人か思いつくようなところが出なかったり

して，ちょっとこっちがヒント出してってなる。社会も（1 学年のみの少

人数で）やるってなると，議論みたいなのは難しいですよね。議論って感

じには，こう，練り上げたり高めたりっていうのが難しいよなあと。 

 

教師 A は，「学年別指導」でおこなわれる算数の授業を引き合いに出しながら，社

会科で「A・B 年度方式」を採用する利点として，議論を学習に取り入れられる点を

強調している。また，教師Bの発言からは，議論や話し合いといった学習活動だけで

なく，地域学習の観点からも，子ども同士の学習を重視していることがわかる。 
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教師B： 

 

 

 

 

 

 

筆者： 

教師B： 

 

筆者： 

 

教師B： 

算数は積み重ねがないとできないので，系統性が大事だと思うので，学年

の順を追っての学習だと思いますけど。分かれるってことはいま少ない人

数がさらにまた分かれることになるので，一緒に勉強する仲間が減るって

ことは，その分意見も出なくなるし，学年が違っても人数いる方が，子ど

もたちは楽しいんじゃないかなと思いますね。いろんな話し合いとか，グ

ループでなんかしようというときも，一人二人じゃどうにもなんないです

からね。 

意見だしあいながら考えたりというのは，社会科の方があっていると。 

そうですね。グループでどこか見に行ったり，調査したりとか。教師と１

対１だと，塾みたいな感じでつまらないだろうから。 

社会科では，粟島の地域素材や地域の実情を取り入れた授業をおこなって

きたのですか。 

安全な暮らしの単元で，消防を見に行ったりとか，消火栓とか村の中に探

しに行って，地図上に印をつけたり，絵を描いてきたり，交通安全の標識

とか，交通安全運動の旗がどこに立っているかとか，止まれ（の標識）や

縁石などを，探しに行きましたね。 

 

地域学習の特性を有する小学校 3・4 年生の社会科では，消防署や警察署の見学，

地域調査など，教室外での学習が地域と連携しながら実施される。溝口（2007）は，

社会科で「A・B 年度方式」が選択される理由として，内容構成の観点から見学の問

題をあげていた。いっぽう，教師Bは，見学や地域調査を子ども同士の協働学習の場

として成立させるために，同内容指導を重視していることがわかる。 

②同心円的拡大の視点を取り入れた指導計画のデザイン 

教師Cは，指導計画の内容配列を工夫することで，同心円的拡大を基盤とした内容

構成を取れない年度が生じるという「A・B年度方式」の課題克服を試みていた。 

 

教師C：  その年，3年生の社会科を取り扱う必要がない年であっても，（たとえば通

常の 3 年生社会科の指導計画であれば）地域探検を 18 時間やらなくちゃ

いけないんだけど，3～4時間である程度地域のまとめをした後で，次の学

習に進むほうがいいなあという風に思っていました。それはなぜかという

と，地域から始まって地域が広がっていって，それから地域との交流を学

んで終わらせるのが 3年生の学習なんだと。まずはその地域そのものは何

なのかっていうのを知るっていう意味で，まずは地域探検をやってみまし

た。（中略） 
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ただ，変なことはできませんからね。次の年の分全部やってしまったって

ことはできませんから，次の年と必ず繋がるようにしておいて，自分がい

なくなってもできるようにしておかないとね。2 年間で考える。A・B 年

度だから。今年 A 年度だったら次の年は B 年度な訳で。A 年度でできな

かったことは，次のB年度の年に全てカバーして，やり終えておくという

のが計画だから，2 年間でその分をやらねばならないですよ。それはずい

ぶんね，苦労してると思って。 

 

3・4年生の学習を 2年単位で編制する「A・B年度方式」では，同心円的拡大に基

づいた内容配列を設定できない年度が生じてしまう。1・2年生で生活科を学習した子

どもたちは，3 年生になってはじめて社会科にであうこととなる。3 年生の最初の学

習は，社会科という教科に対して子どもがもつ印象を決める重要な位置づけにあると

いっても過言ではない。教師Cは，3年生の学習を，「地域探検」の単元からスタート

させることを重視していた。4年生で学習する都道府県レベルの内容に取り組む前に，

身の回りの地域を知り，地域を通して社会生活を理解する学習を可能な限り取り入れ

た年間指導計画を作成することで，「A・B年度方式」の課題を克服していたのである。 

c）留学制度のもとで，複式学級における社会科授業をどのように実践していくか 

次に，留学制度を視野に入れた社会科授業の方向性に関しては，各教師それぞれの

観点からの見解がみられた。 

①将来的に「学年別指導」も考慮に入れた全国的な動向への関心 

 教師Aは，留学生の「学びのこし」への配慮から，全国的に「学年別指導」が増え

ている傾向に関心を示していた。 

 

教師A： 子どもにとってはどうなんだろう。どっちがいいんでしょうね。（中略） 

留学生にとっては大変ですよね。でも，(A・B年度方式が)解消されつつあ

るって事はやっぱ，それぞれの学年の内容を教えるって方向になっている

って事ですよね。 

 

教師Aは，子どもが心地よくまなぶことができる授業を実践するための配慮を重視

していた。粟島浦小学校ではじめて複式学級指導を経験した教師 A にとって，「同じ

ことを違う学年の子たちに教えるのが難しい」と最も感じる教科は，国語であったと

いう。粟島浦小学校では，国語と理科でも「A・B 年度方式」を採用している。こと

ばの意味や，解釈の多様さへの理解の差が顕著にあらわれる教科での，指導の不安や

苦労を述べていた。社会に関しては，異学年の子ども同士の交流を肯定的に評価する
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発言が多いものの，学習が深まれば深まるほど，教師Aの苦労は，教科を問わず生じ

るものと考えられる。複式学級における指導の困難性から，教科を問わず，「学年別指

導」への移行も選択肢のひとつとして視野に入れていると考えられる。 

②学校運営の方針に準拠し，子ども一人ひとりの学習状況を把握した指導 

 教師Bと教師Cは，それぞれの観点から「A・B年度方式」の継続という考えを示

した。 

 

教師B： 

 

 

 

筆者： 

教師B： 

学校としては，こういう方針というかこういう教育課程でやります。それ

でもいいですか？って言って，それで良いっていうんだったら来てもら

う。そんな今年はこの子が来たからこうだとかってそんなことしてたら対

応しきれないので。（中略） 

別の学年が一緒に授業する際の指導方法の工夫などはありますか。 

１年違えば勉強してきていることが違うので，補足とか。（たとえば）６

年生もいるかもしれないけど，５年生もいると説明を加えたりとか。（中

略） 

他の教科でも，これこれは知ってる？これこれは習った？って聞きなが

ら，その子が知ってるものを確認しながら。 

 

教師Bは，学校運営の視点から指導計画を編制するという考えを持っていた。留学

制度に対して受け手になるのではなく，学校としての方針を明確にしたうえで，合意

を得られた子どもを留学生として迎え入れる。これにより，「A・B年度方式」を継続

していくという認識を示した。また，留学生の配慮としては，「学びのこし」がないよ

うに，学習内容を補足したり，子どもの学習状況を確認したりするなど，普段の授業

から工夫を取り入れていた。 

 

教師C： 授業構成してA・B年度の学習素材をミックスしていくのは難しいだろう

けどね，それだけの楽しさ・やりがいは多分にあるから，まだ続いている

と思います。いつでもA年度にフィードバックしてもいいし，もう一回お

さらいをしてから次の年の B 年度に繋げるっていうこともできる訳なの

で，教師の裁量に任せられるから，やりやすい部分もあると思いますよ。

ただ本当にね，粟島は，しおかぜをやっていて，5・6年生の複式で，去年

歴史やったから今年はそれこそ地理だ，やれ工業だなんて言ってね，だけ

ども，6 年生が入ってきて，その子たちは今年，本当は歴史やりたいって

時には，悩むと思いますね。やってない教科，学習があって，それをその
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ままにして中学校に送り出すことはできない訳ですから。何らかの形で盛

り込まねばならないですからね。そこは大変だと思います。 

 

教師Cは，留学制度下で「A・B年度方式」を実践するむずかしさを理解しつつも，

2年間という単位で指導計画を作成できる「A・B年度方式」の柔軟性を利点としてと

らえていた。そして，A 年度，B 年度の内容構成を工夫することで，粟島浦小学校に

在籍していた児童と留学生が同じ社会科の授業を受けられるような指導計画を作成す

るという対応を検討していた。 

 

Ⅴ． 複式学級社会科のさらなる充実にむけて 

１．複式学級における社会科に関する教師の認識 

以上の聞き取り調査の結果から，複式学級社会科における教師の認識を明らかにし

ていきたい。ここでは，「A・B年度方式」の指導形態の特色として，有馬（2002）が

提示した 4点を分析の観点として採用する。第 4表は，有馬（2002）が指摘した「A・

B年度方式」の指導形態の特色を参考に，筆者が観点を設定したものである。 

 

第 4表 「A・B年度方式」の指導形態の特色 

特色の観点 特色 

指導の焦点化 

教師の教材研究，資料づくりなどの授業の準備が一本化さ

れ，効果的におこなえる。そのために，指導計画が作成され

やすく，より指導の焦点化が図れる。 

多様な学習方法の実現 

学習のすべての過程を直接に指導・組織することができるの

で，具体的な事物・事象をじっくりと観察・調査させたり，

共に協議させたりすることができる。 

子ども同士の 

相互作用 

少しでも大きな集団としての活動が可能になるとともに，こ

どもの多様な考えや個性的な意見を引き出したり，深めた

り，相互作用をうながしたりすることができる。子どもたち

は，学級の友達と一体感をもって学習することができる。 

子どもの能力・学年差

に応じた指導の工夫 

能力や学年の違いに対応した指導をどのように充実してい

くかということについて，工夫を要する学習場面に出会うこ

ともある。 

（有馬（2002，p.128）をもとに筆者作成） 
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これら 4つの観点は，互いに関連性があり，切り離して捉えることはできない。し

かし，複式学級という特殊な環境のなかで，「A・B年度方式」のもと，間接指導を取

り入れずに授業を実践する際の特色として有用な観点であると考えられる。 

まず，複式学級における社会科の授業実践をどのように捉えているのかである。粟

島浦小学校では，社会科の指導計画作成の原理として「A・B 年度方式」を採用して

いた。聞き取り調査を実施したどの教師も，この採用を支持していた。その理由とし

て，教師 Aと教師 Bは，【子ども同士の相互作用】を取り入れた学習を促す目的があ

ったと考えられる。教師 A は，「議論」を通して，子どもたちが考えを「練り上げた

り高めたり」していく学習活動に取り組むことができるという点から，「A・B年度方

式」の意義を感じていた。教師 B も，「話し合い」を重視するとともに，見学や地域

調査をより有効な学習活動とするための方途として，同内容指導を重視していた。こ

のような指導上の工夫には，「学年別指導」を回避することで，【多様な学習方法の実

現】が可能になるとの認識があると考えられる。岩崎（1993）によれば，へき地小規

模校では，「長期間にわたる限定された人間関係」のなかで，子どもの「友人関係が固

定化」（p.140）してしまうことが問題視されている。また，濱野（2001）では，「子

ども達の経験領域を拡大するにはどのようにすべきかがへき地の教師にとっての重要

な課題」（pp.81-82）との指摘がなされている。既習事項が異なる異学年の子どもや，

生活経験の異なる留学制度を利用した子どもを交えての「議論」や「話し合い」は，

多様な観点を取り入れながら学習を進める上で有効な学習方法であると考えられる。 

しかし，子どもの社会的な見方・考え方を深めるためには，それだけでは十分でな

い。効果的な学習方法を選択することに加えて，教師が主体的に学習内容を選択する

必要がある（井田，2018）。教師 C は，社会科の教育内容の系統性を考慮した指導計

画作成上の工夫を述べていた。「2年間で考える」という教師 Cの発言からは，【指導

の焦点化】に特化した「A・B 年度方式」のもと，学習指導要領や教科書の内容に捉

われず，学級内の子どもの発達段階を考慮しながら教師が主体的に指導計画を作成す

ることで，【子どもの能力・学年差に応じた指導の工夫】に取り組んでいることがわか

る。具体的には，社会科の学習が始まる 3年生の最初の学習に，自分の住んでいる身

近な地域を学習対象として捉えさせる活動を取り入れることで，同心円的拡大の論理

になるべく則ることで，学習内容の系統性への配慮を示していた。また，「いつでもA

年度にフィードバックしてもいいし，もう一回おさらいをしてから次の年のB年度に

繋げるっていうこともできる」という教師Cの言葉からも窺えるように，「A・B年度

方式」は，教師の柔軟で主体的な指導計画の作成を可能にする。学級内の子どもの実

態が多様化する留学制度の下では，学習指導要領の構成や方針を理解するだけでなく，

教師が社会科を通して育てたい資質・能力を自ら設定し，学習指導要領を主体的に読

み解くことで，目の前にいる一人ひとりの子どもの実態を踏まえた指導計画の作成が
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可能となるのである。 

このような教師の認識は，留学制度の下でも「A・B 年度方式」にもとづく社会科

を実践していく意向を示している。しかし，留学制度に伴う種々の変化にどのように

対応するかは，各教師によって異なる見解が見られた。教師Aは，留学生の「学びの

こし」が生じうることを不安に思い，「学年別指導」の採用へと方針を転換している他

県のへき地小規模校の動向に関心を示していた。教師Bは，留学制度に伴う変化に対

して受け身になるのではなく，学校としての運営方針を明確にすることで，「A・B年

度方式」を継続していくことを考えていた。教師 C は，「A・B年度方式」のもとで，

子どもの実態に応じて指導計画を柔軟に作成することで，留学制度によって生じる課

題を乗り越えようとしていた。 

これらの違いは，優劣をつけるものではなく，各学校が運営方針を決める際の検討

事項として扱われるべきものである。しかし，複式学級を有するへき地小規模小学校

において，留学制度は今後避けてとおることのできない制度である。留学制度を前提

に，各教科の指導計画を作成することが求められる。この影響を大きく受けるのは，

「A・B 年度方式」が採用されることの多い社会科である。留学制度を念頭に置き，

複式学級を有するへき地小規模校での指導計画に「A・B年度方式」を採用した場合，

教師が主体的に指導計画の作成と授業実践に取り組むことが重要となることは間違い

ない。 

２．複式学級社会科における教師の主体的なカリキュラム・マネジメントの必要性 

本研究では，粟島浦小学校での聞き取り調査を事例にしながら，複式学級における

社会科に関する教師の認識を分析してきた。そこでは，「A・B年度方式」に基づく社

会科の特色を踏まえた授業を，教師それぞれの解釈のもとで実践していたことが明ら

かになった。最後に，「A・B年度方式」に基づく複式学級社会科において，教師が主

体的に指導計画を作成し，授業を実践していく営みをカリキュラム・マネジメントと

して捉え，教師の主体的なカリキュラム・マネジメントを促すモデルを提案したい。 

複式学級社会科でカリキュラム・マネジメントに取り組む際，教師には次の 3つの

能力が求められるだろう。一つには，教師が学習指導要領を主体的に読み解く能力で

ある。柔軟な発想のもとで指導計画を作成するためには，学習指導要領のねらいをた

だ単に踏襲するのではなく，社会科の目標を自ら設定しながら，批判的に解釈する能

力が求められる。二つには，複式学級での指導計画に関する知識や技術に関する能力

である。複式学級では，2 つの学年ごとの目標を踏まえつつ，子どもの実態を捉えな

がら効果的な学習方法を取り入れる必要がある。三つには，子ども一人ひとりの実態

を把握する能力である。留学制度によって子どもの実態はますます多様化していくと

考えられる。今後の複式学級における授業を支える最も重要な能力であると考えられ

る。これら 3つの能力を基盤としながら，「A・B年度方式」における指導形態の特色
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を生かした指導計画を教師が主体的に作成することができれば，留学制度によっても

たらされる変化によらず，教師自身が目指す社会科のねらいを追究することができる

のではないだろうか。以上の構想をモデルとして示したものが，第 5図である６）。 

 

第 5図 複式学級における教師の主体的なカリキュラム・マネジメントのモデル 

（筆者作成） 

 

Ⅵ．おわりに 

本研究の目的は，粟島浦小学校での聞き取り調査を通して，複式学級社会科に関す

る教師の認識を，指導計画の観点から明らかにすることであった。その結果として，

次の 2点を明らかにした。第一に，教師は，複式学級における社会科の指導計画作成

の原理として「A・B 年度方式」を採用することに意義を見出し，自らの言葉で意味

づけをしていた。第二に，「A・B年度方式」と留学制度の相性は必ずしも良いとは言

えないが，教師は，留学制度のもとでも「A・B 年度方式」の採用を支持する傾向に

あった。しかし，留学制度に伴う子どもの既習事項やバックグラウンドの違い，学級

編制の変動への対応に関しては，教師それぞれが異なる見解を持っていた。さらに本

研究では，これらの知見を踏まえ，教師の主体的なカリキュラム・マネジメントを促

すモデルを，目的を達成した成果として提案した。 

しかし本研究では，留学制度を背景に子どもの実態が多様化する中で，いかに地域

の実情と子どものニーズを捉えた学習を組織するかという点にまで，考察を深めるこ

とができなかった。また，「学年別指導」を採用し，社会科の授業実践に取り組む教師

の認識を明らかにすることができなかった。今後の課題である。 
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注 

１）語の用い方に関して，唐木（2018）を参考にした。 

２）戦前に活躍した教育実践者である加納友市は，現在の複式学級授業論にも繋がる

指導方法の基礎を形成した。詳しくは，有馬（2000），生野・生野（2016）を参

照されたい。 

３）若林（2008，pp. 30-33）は，戦後日本の公立小・中学校の学校統廃合の動向を，

3つの段階に整理している。第一の局面は，1953年からの町村合併政策および新

市町村への編入統合を目的とした文部省の「学校統合のてびき」が引き金となっ

たものである。第二の局面は，1970 年の「過疎地域対策緊急措置法」のもとで，

過疎化が深刻化する農村漁村で広範に進行したものである。そして，第三の局面

が，1990年代から顕在化し始め，今後将来に向け，長期的・構造的にしのびより

つつある少子超高齢化段階における全国的な統合問題である。 

４）たとえば，島根県教育委員会（2016）では，複式学級の指導の類型を，「教科」，

「単元（題材）」，「内容」，「程度」の 4 つの観点から 6 つに類型化している。詳

しくは，島根県教育委員会（2016，pp.13-15）を参照されたい。 

５）粟島浦小学校は，粟島浦中学校との小中併設校であり，小学校と中学校で校舎・

校地を共用している。本研究では，粟島浦小学校と粟島浦中学校を一体のものと

して表現する際に，粟島浦小中学校という表記を用いることとする。 

６）モデルの作成にあたって，村井（2018）を参考にした。 
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